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１　若年者の消費実態

・　デジタル、インターネット関連はEUの若年層でも広がりを見せている

　⇒　若年層では、特に携帯電話を通じたアクセスが多い

・　他方で、携帯電話の健康への悪影響も懸念されている

　⇒　アテネ医師会は、14歳未満の子供に携帯電話を使わせないことを

　　推奨

・　子供に向けたオンライン・マーケティングに関する欧州委員会の調査

　（2016年）

・　オンライン・マーケティングの手法の多様化－インフルエンサーを含む

　ステルス・マーケティングによる影響は、特に若年層に及びやすい
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１　若年者の消費実態

EU法のいくつかの取組み

・　

 ⇒　いかなる場合でも不公正とみなされる取引方法のリスト

　　※　広告の中で、子供に対して、広告商品を購入するように、あ

　　　るいは購入を親等に説得するように直接に促すこと

　　※　販売促進のために事業者が代金を支払ってメディアの編集

　　　コンテンツを使用したにもかかわらず、そのことをコンテンツの

　　　中で明らかにしないこと（記事広告）

　　※　事業者が、事業に関する目的で行動していない、あるいは

　　　事業者ではないとの虚偽の表示をすること
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２　若年者の消費者被害への対応策

EUのConsumer Classroom

・　EU全域の中等教育の

教員向けのウェブサイト

（現在一時的に閉鎖中）   

〔Consumer Classroomの

Facebookページより引用〕
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２　若年者の消費者被害への対応策

Consumer Classroomによる

Inter-School Competition

・　中等教育の生徒（12歳から18歳）が対象

・　参加学校は、他のEU加盟国からのパートナー学校を選択

・　デジタル・コンテンツ、エネルギー消費などのテーマ

・　優勝したチームの生徒には、ブリュッセルへの旅行を提供

　⇒　欧州連合の主な機関をすべて訪問

・　主体性、積極性、ネットワーキング、より深い知識、創造
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２　若年者の消費者被害への対応策

ドイツの例－ドイツ消費者センター連盟（vzbv）による

マテリアルコンパス（Materialkompass）

・　連邦司法・消費者保護省からの受託事業

・　テーマや発達段階（初等教育、中等教育）に応じて資料を分類

・　専門家による資料ごとの評価が閲覧可能

〔ドイツ消費者センターの

ウェブサイトhttps://www.

verbraucherbildung.de/

suche/materialkompass

より引用〕

5



２　若年者の消費者被害への対応策

ドイツの例－ドイツ消費者センター連盟（vzbv）による

消費者学校の賞（Verbraucherschule）

・　ドイツ消費者センター連盟は優れた消費者教育を実践する学校

　に消費者学校の賞を授与している

〔ドイツ消費者センターのウェブサイト

https://www.verbraucherbil

dung.de/verbraucherschule

より引用〕
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３　持続可能な社会の実現を担う消費者教育

ドイツの例ーAlbrecht-Thaer-Gymnasium（ハンブルク）

・　学校に対する認証・マークの付与制度

・　Albrecht-Thaer-Gymnasiumは、Klimaschule（気候学

　校）やUmweltschule in Europa（ヨーロッパ環境学校）の

　認証を取得している

　⇒　認証・マークは、生徒による学校選びの際の基準にもなる

　⇒　Klimaschuleは、学校単位でエネルギーを節約する活動

　　に関するもの

  ※　教員、生徒と父兄が一体となってエネルギーの節約に取り

　　　組む
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３　持続可能な社会の実現を担う消費者教育

ドイツの例ーAlbrecht-Thaer-Gymnasium（ハンブルク）

・　父兄にも参加してもらえる持続可能性に関する教育

　⇒　たとえば、家にあるものを5つ非プラスチック製品に置き換え

　　るという活動

・　地域との連携

　⇒　持続可能性に関するグリーンハウスの企画

　⇒　企業から提供される材料と「 」の排除

　　　「広告フリー」のスペースとしての学校

〔ドイツに関する本資料の項目の詳細については、

日本弁護士連合会消費者問題対策委員会

『消費者教育に関するイギリス・ドイツ調査報告書』（2019年）

を参照〕
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３　持続可能な社会の実現を担う消費者教育

「計画的陳腐化planned obsolescence」への法的対応

ーフランス法の例

・　計画的陳腐化＝製品の寿命を意図的に短縮する手法

・　2015年の消費法典改正の際に、計画的陳腐化の禁止がフラン

　ス消費法典（Code de la consommation）に明文化された

　⇒　違反した事業者に対しては、2年の収監および30万ユーロの

　　罰金が科される

・　立法による規制が進むと、その事項の消費者教育への取込み

　も容易になる
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